
 相次ぐ米軍ヘリ墜落事故に対する意見書 
 
平成２７年８月１２日午後１時４６分頃、嘉手納飛行場から離陸した陸軍第１６０特

殊作戦航空連隊所属のＭＨ－６０型ヘリコプター１機が、うるま市伊計島南東のホワイ

ト・ビーチ訓練区域内海上で米海軍艦船への着艦に失敗し墜落した。一歩間違えれば住

宅地に墜落しかねない極めて危険な事故であり基地周辺住民に不安と恐怖心を抱かせ

る、決して看過できない事故である。 
	
 報道によると乗務員１７名中７名が負傷し、内２名が陸上自衛隊員であった。事故機

は、今年７月下旬に厚木基地に飛来し、東富士演習場で強襲作戦訓練を行った直後に事

故を起こしており、外来機の飛行訓練が恒常化していることを如実に表している。 
	
 復帰後４５回もの米軍航空機墜落事故が発生しており、直近では平成２５年８月５日

嘉手納基地所属のＨＨ－６０救難ヘリの墜落事故が発生し、度重なる厳重な抗議にも関

わらず、いまだに同型機は頻繁に住民居住地上空を飛行し続けている。米軍の人命尊重

をまったく無視した訓練に対して怒りは頂点に達している。 
	
 嘉手納町は、東に２市１町２村にまたがる広大な嘉手納弾薬庫、西に陸軍貯油施設が

あり、いずれもその上空は軍用機の離発着飛行ルートとなっており、嘉手納飛行場が、

世界で最も危険な米軍基地と言われるゆえんである。 
さらに、文教施設、体育施設、大型商業施設等が隣接し、狭隘な町域ゆえの常に危険

性と隣り合わせの生活を余儀なく一方的に押し付けられているのが実情である。 
また、爆音、悪臭問題も一向に改善されず、町民の健康面に大きく影響しかねない深

刻な問題として環境アセスメント及び健康診断を早急に実施すべきである。これらすべ

ての根源は日米地位協定であり、町民に対する差別以外のなにものでもない。 
よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場から、米

軍及び関係当局に対し下記事項の速やかな実現を図るよう強く要求する。 
 

記 
 
１．墜落事故原因の徹底究明及び公表までの間の飛行停止。 
２．具体的な事故再発防止策の策定及び速やかな公表。 
３．住民居住地上空での飛行訓練の禁止。 
４．過重な基地負担、過密な訓練の見直し。 
５．日米地位協定の抜本的見直し。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

平成２７年８月２６日 
沖縄県嘉手納町議会 

（あて先） 
	
 	
 内閣総理大臣	
 	
 外務大臣	
 	
 防衛大臣 
外務省特命全権大使（沖縄担当）	
 	
 沖縄防衛局長	
 	
 沖縄県知事 

 
 



相次ぐ米軍ヘリ墜落事故に対する抗議決議 
 
平成２７年８月１２日午後１時４６分頃、嘉手納飛行場から離陸した陸軍第１６０特

殊作戦航空連隊所属のＭＨ－６０型ヘリコプター１機が、うるま市伊計島南東のホワイ

ト・ビーチ訓練区域内海上で米海軍艦船への着艦に失敗し墜落した。一歩間違えれば住

宅地に墜落しかねない極めて危険な事故であり基地周辺住民に不安と恐怖心を抱かせ

る、決して看過できない事故である。 
	
 報道によると乗務員１７名中７名が負傷し、内２名が陸上自衛隊員であった。事故機

は、今年７月下旬に厚木基地に飛来し、東富士演習場で強襲作戦訓練を行った直後に事

故を起こしており、外来機の飛行訓練が恒常化していることを如実に表している。 
	
 復帰後４５回もの米軍航空機墜落事故が発生しており、直近では平成２５年８月５日

嘉手納基地所属のＨＨ－６０救難ヘリの墜落事故が発生し、度重なる厳重な抗議にも関

わらず、いまだに同型機は頻繁に住民居住地上空を飛行し続けている。米軍の人命尊重

をまったく無視した訓練に対して怒りは頂点に達している。 
	
 嘉手納町は、東に２市１町２村にまたがる広大な嘉手納弾薬庫、西に陸軍貯油施設が

あり、いずれもその上空は軍用機の離発着飛行ルートとなっており、嘉手納飛行場が、

世界で最も危険な米軍基地と言われるゆえんである。 
さらに、文教施設、体育施設、大型商業施設等が隣接し、狭隘な町域ゆえの常に危険

性と隣り合わせの生活を余儀なく一方的に押し付けられているのが実情である。 
また、爆音、悪臭問題も一向に改善されず、町民の健康面に大きく影響しかねない深

刻な問題として環境アセスメント及び健康診断を早急に実施すべきである。これらすべ

ての根源は日米地位協定であり、町民に対する差別以外のなにものでもない。 
よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場から、米

軍及び関係当局に対し下記事項の速やかな実現を図るよう強く要求する。 
 

記 
 
１．墜落事故原因の徹底究明及び公表までの間の飛行停止。 
２．具体的な事故再発防止策の策定及び速やかな公表。 
３．住民居住地上空での飛行訓練の禁止。 
４．過重な基地負担、過密な訓練の見直し。 
５．日米地位協定の抜本的見直し。 
 
以上、決議する。 
 

平成２７年８月２６日 
沖縄県嘉手納町議会 

（あて先） 
	
 	
 駐日米国大使	
 	
 在日米軍司令官	
 	
 在沖米四軍沖縄地域調整官 
	
 	
 在沖米国総領事	
 	
 嘉手納基地第１８航空団司令官 
在日米陸軍第１０地域支援群司令官	
 	
 沖縄県議会議長 


